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る。第 II 章では、発展途上国の対内・対外直接投資の拡大傾向を示す。第 III 章では、こうし
た投資拡大の動機・背景について論ずる。第 IV 章では中国、第 V 章ではブラジル、第 VI 章
ではインド、第 VII 章ではロシア、各々の国の、対内・対外直接投資の動向・特徴について
論ずる。第 VIII 章では、先進国の多国籍企業と協調と競争を行ないつつ、急成長する発展途
















（UNCTAD, World Investment Report 2007 より筆者作成）
図２　世界の対外直接投資残高の推移（投資母国としての先進国・発展途上国・体制移行国別）
　　　（1980−2006 年）（単位：百万米ドル）







































































































































発展途上国の対外直接投資を業種別にみると 3 分野に顕著な特徴が見られる（注６）。第 1 次
産業では、資源分野の多国籍企業が台頭し、先進国の多国籍企業と競合している。代表的企
業は、南アの Sasol 、中南米の CVRD, ENAP, Petrobras, Petroleos de Venezuela 、アジア
の Baosteel, CNPC, CNOOC, Petronas, Posco, PTTEP 、ロシアの Gazprom, Lukoil 等である。
こうした資源関連分野の企業の活動活発化の背景には、当該開発途上国の経済成長が急なこ
とから、資源枯渇への懸念を生じ、天然資源確保のために、政府主導で国営企業の機能強化














NEUSOFT（東軟集団）、Samsung、Kia Motor、Infosys、Wipro Technologies 等がある。国
家の主導、あるいは、支援･保護により、国家独占的あるいはそれに準ずる地位を確保し易い























（UNCTAD, World Investment Report 2007 より筆者作成）
図５　主要発展途上国及び体制移行国の対外直接投資残高推移（単位：百万米ドル）
　　　（1980−2006）













な評価を得れば資金調達においても先進国企業と同様に、NY 証券取引所や NASDAQ に上場
することを通じて、十分な資金調達も出来るし、人材獲得の可能性もある（第 VIII 章で論ずる）。









（UNCTAD, World Investment Report 2007 より筆者作成）
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しかし、1990 年代以降の対内直接投資残高の増加のペースは、これを上回る。この結果、
中国の対外直接投資残高は 2006 年末時点で 733.3 億ドルと、その対内直接投資残高 2925.6 億
ドルの 4 分の 1 程度に過ぎない。但し、中国の対内直接投資の増加のペースは、2000 年代に
入ると、1990 年代よりは減速しているため、両者の差は若干縮まっている。
（4.2）対内直接投資
対内直接投資残高は、（4.1）に述べたように、1997 年以降 2006 年まで、一貫して、香港に







あり、国際金融センターである 1 位の香港（202.3 億ドル）、タックスヘイブンである 2 位の
英領バージン諸島（112.5 億ドル）を除けば、日本から中国への対内直接投資フロー（各々、




















国際貿易投資研究所によれば、2006 年の中国の対外直接投資フローは 161.3 億ドルと、前

























第 2 世代は、1990 年代初頭より出現した、競争力のある製造業企業である。エレクトロニ
クス、ICT 等の分野が中心であり、Haier、TCL 等の家庭用電気機器のグローバル規模での
プレーヤー、IBM の PC 部門買収により世界第 3 の PC 企業となった Lenovo、通信機材市場
で先進国の多国籍企業と競争している Huawei Technologies 等がある。Huawei Technologies







発展途上国には珍しい顕著な特徴があった。実際、ブラジルは、1980 年以降 1993 年までは発
展途上国・体制移行国の中で最大の対外直接投資残高を保有していた（図７）。その後、1994
年には香港に凌駕され、2006 年現在は、香港、ロシア、英領バージン諸島、シンガポール、
台湾に次ぐ発展途上国及び体制移行国の中では第 6 位の対外直接投資残高を持つ。第 7 位は
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投資残高との間には、大きな格差が生じた。UNCTAD の WIR2007 によれば、2006 年末時点




額（187.8 億ドル）を上回った。JETRO 貿易投資白書 2007 によれば、2006 年の対外直接投資





UNCTAD の FDI in Brief によれば、対内直接投資残高ベースで見たブラジルへの投資国は
米国・ＥＵ等の先進国が主体であるが、最近は、タックスヘイブンからの投資も増えている。
1990 年末の対内直接投資残高で最大のシェアを占めていたのは米国（26％）、次いでドイツ
（15％）、第 3 位は日本（9％）であったが、1998 年には、第 1 位に米国（25％）、第 2 位にオ
ランダ（8％）、第 3 位にケイマン諸島（8％）の順番となった。
同じ UNCTAD の Country Profile によれば、2000 年にも米国は対ブラジル直接投資残高第
図７　ブラジルの対内及び対外直接投資残高推移（1980−2006） （単位：百万米ドル）
（UNCTAD, World Investment Report 2007 より筆者作成）
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1 位（1030.1 億ドルのうちの 245 億ドル）の座を保ったが、スペイン（122.5 億ドル）が急伸
して米国のほぼ半分の残高規模となり、オランダを抜いて第 2 位の投資国となった。第 3 位
はオランダである。一方、日本のブラジル向け直接投資残高は、1990 年代を通じて横ばい、
乃至は、若干減少気味であった。
同じく UNCTAD の FDI in Brief によれば、業種別には、1990 年には、「その他サービス」
（17％）、化学（化学製品を含む）（14％）、自動車（10％）の順であったが、1998 年には、ビ
ジネス活動（31％）、金融（12％）、電気・ガス・水道（8％）となり、大きく業種傾向が変わ
った。同じ UNCTAD の Country Profile によれば、2000 年にもビジネス活動は大きなシェア
を持つが、輸送・倉庫・通信部門及び金融部門の伸長が著しい。
UNCTAD の Country Profile により、2002 年末の対内直接投資残高を国別業種別に見ると
最大の残高をもつ米国は、その半分以上（245 億ドルのうちの 141.9 億ドル）を第 3 次産業部
門に投資している。うち最大の業種は、郵便・通信（46 億ドル）であり、次いでビジネス活
動（43.7 億ドル）である。米国の第 2 次産業部門に対する直接投資（99.5 億ドル）は第 3 次
産業部門に次ぎ、自動車・トレーラー等に対する投資（25.2 億ドル）、化学・化学製品等に対
する投資（15.6 億ドル）が大きい。鉱業・採石（3 億ドル）を含む第 1 次産業部門に対する投
資（3.7 億ドル）は、少額である。
次に 2000 年時点で、第 2 位の投資残高を持つスペイン（122.5 億ドル）の内訳を見ると、
圧倒的に第 3 次産業部門（112.6 億ドル）が多い。郵便・通信（59.3 億ドル）、金融仲介（銀
行）（20.9 億ドル）、ビジネス活動（9.1 億ドル）がその中心である。
2000 年時点で第 3 位の投資残高を持つオランダ（110.6 億ドル）は、やはり、第 3 次産業部
門（83.4 億米ドル）が中心で、郵便・通信（25.9 億ドル）、金融仲介（銀行）（24.3 億ドル）、
物流（14 億ドル）、ビジネス活動（9. ８億ドル）が主力だが、化学・化学製品（6.9 億ドル）、






ン、カナダからの投資が寄与した。JETRO 貿易投資白書 2007 によれば、2006 年の国別対内
直接投資フローでは、米国が前年に引き続き第 1 位を占めた。但し、金額は 2005 年の 46.4 億
ドルから、2006 年には、44.3 億ドルに減少した。2 位は 2005 年に引き続きオランダ、3 位は
タックスヘイブンのケイマン諸島であるが、4 位にスイスが急浮上して、2005 年の 3.4 億ドル




にピークを打ち、2001 年には急減、以降は 2003 年を底として、なだらかに回復した。その背
景には、郵便通信・金融仲介等が、2000 年をピークとして減少傾向にあることがある。但し、










ある。2006 年末には、香港（6889.7 億ドル）、ロシア（1568.2 億ドル）、英領バージン諸島
（1235.1 億ドル）、シンガポール（1175.8 億ドル）、台湾（1139.1 億ドル）に次ぐ、870.5 億ドル
に達した。
国別内訳では、2002 年末の対外直接投資残高 532.3 億ドル（UNCTAD の Country Profile
による。同じ UNCTAD の WIR2007 によれば、同年の残高は、544.2 億ドル）のうち、最大
の投資先は米国で、残高は 9.7 億ドルであった。カナダがこれに次ぐ（8.3 億ドル）。この順位
は前年である 2001 年も変わらないが、1997 年から 2000 年までは、ポルトガルへの対外直接
投資残高が最大で、米国へのそれを凌いだ。
2004 年末になると、ブラジルの対外直接投資の殆どはオフショア金融センター向けであり、









活発ではなかった。その理由は、第 III 章で述べたように、資源等の第 1 次産業及びインフ
ラサービス等の第 3 次産業で活躍する企業はあっても、厳しい国際競争に直面する自動車・
エレクトロニクス等の分野でグローバルに活躍する企業は少ないことによる。中南米の代表






である。UNCTAD による発展途上国の 100 大多国籍企業の最上位は、メキシコの Cemex で
あり、ブラジル企業が 12 社、メキシコ企業が 15 社、ランクインしている。ただし、グロー
バル・レベルの多国籍企業と目されるのは、Cemex のみである。Cemex は、中南米唯一最大
のグローバル企業であり、世界の 3 大セメント製造会社の一つで、30 カ国以上で活動してい
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（UNCTAD, World Investment Report 2007 より筆者作成）
フローベースでは、対内直接投資フローは、1990 年代初頭以降増加傾向にあり、特に、







置がとられるためである（JETRO 貿易投資白書 2007）。それに次ぐのは 2003、2004、2005 年




































UNCTAD の FDI in brief によれば、1998 年の対内直接投資残高のうち、最大の投資国は
米国で全体の 27％を占めた。これに続くのはキプロスの 25％、英国の７％であった。一方、
2002 年の対内直接投資残高では、米国のシェアは全体の 21％と、若干後退し、キプロスのシ
ェアも 19％に減った。第 3 位はオランダの 12％であった。同様にして、業種別に 1998 年と
2002 年の対内投資残高を比較すると、1998 年には輸送部門（輸送・倉庫・通信）が 21％を
占め、次いで、食品部門（食品・飲料・タバコ）が 20％であり、第３位が貿易であった。こ
れに対し、2002 年には、輸送部門（輸送・倉庫・通信）が 25％と微増、鉱業部門（鉱業・採
石・石油）が 16％で第 2 位、食品部門（食品・飲料・タバコ）が、15％で第 3 位であった。
ロシアの対外直接投資残高は、2004 年には、発展途上国及び体制移行国中の第 3 位であっ
たが、2005 年および 2006 年には香港に次ぐ世界第 2 位となった。石油、ガス、金属産業に
おける直接投資が中心だが、通信も積極的な投資を行った。その対外直接投資の最大の仕向
け先は、南東欧および CIS である。その代表的な企業である Lukoil は、UNCTAD, WIR の
2004 年の発展途上国の 100 大多国籍企業リストでは、10 位に相当する規模である。ロシアの
対外直接投資企業には、規模別に、3 つのカテゴリーがあるとされる。第１には、石油・ガス
分野の巨大企業である Gazprom, Lukoil（いずれも年間売り上げ 330 億米ドル以上）、UES（年
間売り上げ 250 億米ドル）等がある。第 2 には、年間売り上げ 50 − 70 億米ドル：天然資源
関連企業；Norilsk Nickel, Severstal, Evraz, Rus AL　ほかがある。第 3 には、比較的小規模
な企業、となる。
このうち、グローバルプレーヤーと認識されているのは、 Gazprom（ロシアの天然ガス生
産の 93％・世界の天然ガス埋蔵量の 4 分の 1 を占めるとされる）, Lukoil, Norilsk Nickel（ロ
図 9　ロシアの対内及び対外直接投資残高推移（1991−2006）（単位：百万米ドル）
（UNCTAD, World Investment Report 2007 より筆者作成）
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シア第 3 の多国籍企業：パラジウム・プラチナ・ニッケル・コバルト・銅等の戦略金属の生
産）, Severstal 等である。 Rus AL は Alcoa に次ぐ、世界第 2 位のアルミニウム生産企業で、
アルミナの生産では世界第 5 位である。このように資源関連企業が大宗を占める一方、先端
技術を基盤としたロシア多国籍企業は少ない。 
Lukoil, Norilsk Nickel 等は民間企業であり、外国投資家も参入している。Conoco-Phillips





IV 章から VII 章では、中国、ブラジル、インド、ロシアの、対内および対外直接投資の動








の EMS 企業となった鴻海精密工業（Hon Hai Precision Industry Co. Ltd.）のケースである。
第 4 は、先進国企業の経営管理手法、インド企業の ICT 開発技術を導入して、急成長した華
為技術有限公司（Huawei Technologies）のケースである。
（8.1）東軟集団及び大連東軟情報学院（注９）


































湾に LCD 生産拠点を設けた。ただし、日本エプソンと高雄日立電子は共に、小型白黒 STN-
LCD の生産に留まり、大型白黒 STN-LCD、大型カラー STN-LCD、大型 TFT-LCD 技術ま
で事業を拡大しなかった。これに対し、シャープは、台湾が世界的な LCD 消費基地になり、
TFT-LCD の大規模市場が形成されることを考察した上で、台湾国内での需要に応じて大型
LCD 生産を行った。しかし、大型 LCD の中核技術は台湾に導入しなかった。




これに対し、1990 年代末、台湾の地元企業は日本から TFT-LCD 量産技術を導入し、大型
TFT-LCD 市場に参入した。台湾国内のノート・パソコンの急成長により液晶市場の拡大が見
込めたうえに、日立電子以外の日本企業が大型 TFT-LCD 技術を台湾に移転したためである。







友達光電の事例では、PDP から TFT-LCD への転換を試み、1998 年に日本 IBM から 3.5 世
代の TFT-LCD 技術を導入した。1999 年 7 月には、第 3.5 世代の生産ラインを量産化した。
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同年 8 月、第 4 世代の工場を建設するとともに技術開発に着手し、2001 年第 2 四半期にその
技術開発に成功した。2002 年には第 5 世代の量産化、2005 年には第 6 世代の量産化に成功し、
2006 年、第 7.5 世代の量産化に成功している。2006 年には、サムソン、LG-Phillips に次ぐ、




ジュール、製造プロセスの技術開発を行った。2004 年、「Auto Technology Center」を設置、
1000 名以上の R&D エンジニアを抱えて、製品開発、製造プロセス技術開発を行った。2005
年、台湾中部に「第 2 研究開発センター」を設立して開発能力の強化に努めている。資金調
達に関しては、2000 年 9 月、台湾の株式市場に上場し、2002 年 5 月には、New York Stock 
Exchange に上場した。海外での社債発行もおこなっている。企業合併戦略としては、2001








能力、製品開発能力・速度を持ったことが成功につながった。    
    
（8.3）鴻海精密工業（Hon Hai （ホン・ハイ）Precision Industry Co. Ltd.：
　　　ブランド名 Foxconn）（注 11）
鴻海精密工業（Hon Hai Precision Industry Co. Ltd. ：ブランド名 Foxconn（富士康）） は
台湾最大の輸出企業であり、今や、シンガポールのフレクトロニクスや米国のソレクトロン
を凌ぎ、売上規模（約 3 兆円）で見て世界最大の EMS 企業であるとされる。IT バブルが崩
壊した 2000 年以降、EMS 企業の多くは、売り上げ不振と赤字に苦しんだが、同社の業績は
好調であり、2005 年度の売上はシャープを上回る 3.1 兆円となった。売上は、1999 年度以降、
年率 40％以上の伸びを示している。事業としては、利幅の薄い「スマイルカーブ」の底を手
がけつつ、2005 年度の営業利益率は 5.4％となった。創業者のテリー・ゴウ氏は、台湾の商船














技術を持つとされ、iPod nano の筐体裏面の鏡面仕上げやソニー PSP の筐体の二色成形等












































一方、1997 年には、GSM 通信機器の開発に成功、生産・販売を開始し、2003 年には、ア
ラブ首長国に UMTS を提供、同国で最初の３G 携帯電話を開始した。2003 年、Siemens と中
国市場向けの TD-SCDMA（中国の３G 通信方式）に関する共同開発（総額 1 億米ドル）を
Siemens：51％、Huawei：49％の合弁で開始した。また、2005 年には、Vodafone とグローバ
ル調達枠組み協定を締結、Vodafone のグローバル調達チェーンの優先プロバイダーとなった。
2005 年、市場研究調査会社 Frost　&　Sulivan から、「アジア太平洋地域 NGN サプライヤ
ー賞」を受賞、さらに、2005 年、英国 BT から次世代 IP 網の優先サプライヤーに認定された。
同じく、2005 年には、インテルと WIMAX に関する連携協定締結、2006 年には、沖電気と












また、IT 分野の能力形成のために、CMM（Capability Maturity Model）取得のための取
り組みを行い、1999 年に、インド開発センターを設立、2001 年には CMM4 級認証、2003 年
CMM5 級認証を得た。同様に以下のセンターを立ち上げている。
　　北京開発センター：1995 年設立、2003 年 CMM4 級認証
　　上海開発センター：1996 年設立、2004 年 CMM5 級認証























すると（名目百万ドルベース、1970 − 2005、UNCTAD　WIR　2006 による）、日本、米国と
はまだ大きな差があるものの、中国の GDP は、他の 3 カ国からは飛び抜けた動きを示して、






































































































（６）　UNCTAD、WIR、2006 特に、第 IV 章、pp150−pp154
（７）　英文参考文献⑤









（９）　2005 年 12 月の二松学舎大学国際政治経済シンポジウムにおける、東軟集団有限公司総裁、劉積仁氏講
演「成長思考の実践−東軟集団の創業実績より」および筆者と同氏との面談および質疑応答、ならびに、





2008 年 10 月には、大連東軟信息学院・温濤学長および李旭光日語系主任が本学今西学長を訪問した。
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